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諮問番号：平成３１年度諮問第６号 

答申番号：令和２年度答申第１号 

 

答申書 

 

第１ 審査会の結論 

   処分庁広島市長（以下「処分庁」という。）が審査請求人に対して行った、広島市

Ａ区ａ町〇番〇の土地（以下「本件土地１」という。）、同〇番〇の土地（以下「本件

土地２」という。）及び同〇番〇の土地（以下「本件土地３」という。）に対する平成

３１年度分の固定資産税及び都市計画税（以下「固定資産税等」という。）の賦課決

定処分（以下「本件処分」という。）についての審査請求は、理由がないから棄却さ

れるべきとの審査庁広島市長（以下「審査庁」という。）の判断は、妥当である。 

 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 本件土地１は課税客体がないとの主張 

   本件土地１は、建物表示登記の所在更正により課税客体がなくなった（現況地積０

平方メートル）。本件処分は、課税客体のない土地に課税し、通知するものであり、

違法である。 

 ２ 本件土地２及び本件土地３が非課税とされる墓地に当たるとの主張 

   本件土地２及び本件土地３は、地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」

という。）第３４８条第２項第４号の規定により非課税とされる墓地に当たるため、

本件処分は違法である。 

 また、これらの土地は、個人墓地であるため、墓地、埋葬等に関する法律（昭和２

３年法律第４８号。以下「墓地埋葬法」という。）第１０条第１項の規定に基づく許

可や罰則の対象にはならない。墓地埋葬法第３章には、墓地埋葬法が個人墓地には該

当しない条項が制定されており、墓地埋葬法第１０条第１項の規定に基づく許可の対

象に個人墓地が該当しないことについては、広島地方裁判所の判例（蒲刈訴訟判決）

がある。それを裏付ける事例として、審査請求人が東広島市に所有する個人墓地は、

当該許可を受けていないが、固定資産税等は非課税となっている。 

 ３ 本件土地１、本件土地２及び本件土地３（以下これらをまとめて「本件各土地」と

総称する。）の登録価格が誤っているとの主張 

  ⑴ 本件各土地の登録価格は、価格算出の基礎となる間口、奥行等に誤りがあり、ま

た、過去の画地算出に関わった職員に不法行為があるため、本件処分は違法である。 

  ⑵ 本件土地２は、実測地積と異なる登記簿地積に基づいて課税されたため、本件処

分は違法である。 

 ４ 本件各土地の地目が誤っているとの主張 
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   本件各土地は、地目を誤って課税されたため、本件処分は違法である。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 審理員意見書の結論 

   本件審査請求は、理由がないから、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第

４５条第２項の規定により棄却されるべきである。 

 ２ 審理員意見書の理由 

  ⑴ 本件処分に係る税額の算出について 

   ア 固定資産税等の額の算出方法 

    (ア) 基準年度（法第３４１条第６号）の土地に対して課する第二年度（同条第７

号）の固定資産税等の額は、基準年度に係る賦課期日における価格で土地課税

台帳（同条第１０号）に登録されたものを課税標準とし（法第３４９条第２項

並びに第７０２条第１項及び第２項）、その額に税率（固定資産税は１．４％

（法第３５０条第１項及び広島市市税条例（昭和２９年広島市条例第２５号。

以下「条例」という。）第６２条）、都市計画税は０．３％（法第７０２条の４

及び条例第１２４条））を乗じて算出する。 

    (イ) ただし、商業地等（宅地等のうち住宅用地以外の宅地及び宅地比準土地をい

う。法附則第１７条第４号。以下同じ。）で、固定資産税等を賦課する年度の

負担水準（同条第８号）が０．６以上０．７以下のものに係る固定資産税等の

額は、前年度分の固定資産税等の課税標準額を当該年度分の固定資産税等の課

税標準となるべき額とした場合における固定資産税等の額となる（法附則第１

８条第４項及び第６項第１号並びに附則第２５条第４項及び第６項）。 

   イ 本件各土地に係る課税標準額 

    (ア) 本件土地１ 

     ａ 本件土地１は、商業地等に当たる。また、本件土地１の負担水準は０．６

６（＝平成３０年度の課税標準額÷平成３１年度の登録価格＝３１万５６５

８円÷４７万７１８７円≒０．６６）である。 

     ｂ このように、本件土地１は、商業地等であり、かつ、固定資産税等を賦課

する年度の負担水準が０．６以上０．７以下となるため、本件土地１に係る

平成３１年度分の固定資産税等に係る課税標準額は、平成３０年度分の固定

資産税等の課税標準額と同額の３１万５６５８円となる。 

    (イ) 本件土地２ 

     ａ 本件土地２は、商業地等に当たる。また、本件土地２の負担水準は０．６

６（＝平成３０年度の課税標準額÷平成３１年度の登録価格＝１４７１万９

７６５円÷２２２５万２２３０円≒０．６６）である。 

     ｂ このように、本件土地２は、商業地等であり、かつ、固定資産税等を賦課

する年度の負担水準が０．６以上０．７以下となるため、本件土地２に係る
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平成３１年度分の固定資産税等に係る課税標準額は、平成３０年度分の固定

資産税等の課税標準額と同額の１４７１万９７６５円となる。 

    (ウ) 本件土地３ 

     ａ 本件土地３は、商業地等に当たる。また、本件土地３の負担水準は０．６

６（＝平成３０年度の課税標準額÷平成３１年度の登録価格＝７万１３４６

円÷１０万７８５６円≒０．６６）である。 

     ｂ このように、本件土地３は、商業地等であり、かつ、固定資産税等を賦課

する年度の負担水準が０．６以上０．７以下となるため、本件土地３に係る

平成３１年度分の固定資産税等に係る課税標準額は、平成３０年度分の固定

資産税等の課税標準額と同額の７万１３４６円となる。 

   ウ 本件各土地に係る税額 

    (ア) 固定資産税の額 

     ａ 本件各土地に係る平成３１年度分の固定資産税に係る課税標準額の合計は、

１５１０万６０００円（１０００円未満の端数切捨て（法第２０条の４の２

第１項））である。 

     ｂ 前記ａの課税標準額に税率（１．４％）を乗じると、固定資産税の額は、

２１万１４００円（１００円未満の端数切捨て（法第２０条の４の２第３

項））となる。 

    (イ) 都市計画税の額 

     ａ 本件各土地に係る平成３１年度分の都市計画税に係る課税標準額の合計は、

１５１０万６０００円（１０００円未満の端数切捨て）である。 

     ｂ 前記ａの課税標準額に税率（０．３％）を乗じると、都市計画税の額は、

４万５３００円（１００円未満の端数切捨て）となる。 

   エ まとめ 

     そうすると、本件各土地に係る平成３１年度分の固定資産税の額を２１万１４

００円、同年度分の都市計画税の額を４万５３００円とした本件処分は、前記ウ

の額と同額である。 

  ⑵ 本件土地１は課税客体がないとの主張について 

   ア 審査請求人の主張 

     審査請求人は、本件土地１は建物表示登記の所在更正により課税客体がなくな

った旨主張する。 

   イ 審査請求人の主張に対する判断 

    (ア) しかしながら、本件土地１については登記簿が存在し、不動産登記法（平成

１６年法律第１２３号）第１４条第１項の規定により法務局に備え付けられて

いる地図（以下「地図」という。）においても本件土地１が記載されている。 

    (イ) これら登記簿及び地図において、本件土地１が消滅したことをうかがわせる

記載はないことから、課税客体がないとの主張は当たらない。 
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  ⑶ 本件土地２及び本件土地３が非課税とされる墓地に当たるとの主張について 

   ア 審査請求人の主張 

     審査請求人は、本件土地２及び本件土地３は、法第３４８条第２項第４号の規

定により非課税とされる墓地に当たるため、本件処分は違法である旨主張する。 

   イ 審査請求人の主張に対する判断 

    (ア) 墓地に係る非課税措置についての法等の規定 

     ａ 法の規定 

      ⒜ まず、法第３４８条第２項第４号は、墓地については固定資産税を課す

ることができない旨規定している。 

      ⒝ また、法第７０２条の２第２項は、市町村は、法第３４８条第２項の規

定により固定資産税を課することができない土地に対しては、都市計画税

を課することができない旨規定している。 

     ｂ 墓地埋葬法の規定 

      ⒜ 墓地埋葬法第２条第５項は、「墓地」とは、墳墓を設けるために、墓地

として都道府県知事（市又は特別区にあっては、市長又は区長。以下同

じ。）の許可を受けた区域をいう旨規定している。 

      ⒝ また、墓地埋葬法第１０条第１項は、墓地、納骨堂又は火葬場を経営し

ようとする者は、都道府県知事の許可を受けなければならない旨規定して

いる。 

    (イ) 非課税措置の対象となる墓地 

     ａ まず、法第３４８条第２項第４号に規定する「墓地」は、墓地埋葬法第２

条第５項に規定する「墓地」と同義と解されている。これは、固定資産税の

賦課事務は、大量反復事務であるので、これを公平迅速に行うためには、法

第３４８条第２項第４号に規定する「墓地」に該当するか否かの判断は、客

観的な基準により一律に行うことが相当であるところ、そのためには、墓地

埋葬法により墓地として許可を受けた区域であるか否かによって判断するの

が、最も簡明かつ客観的であって適当であるからである（名古屋地裁平成３

年９月１８日判決（判例タイムズ７７４号１６７ページ）。同旨の裁判例と

して同地裁同年２月２７日判決（判例タイムズ７６８号１１４ページ））。 

     ｂ この点、審査請求人は、広島地方裁判所の判例が個人墓地は墓地埋葬法第

１０条第１項に規定する「経営」に該当せず同項の対象とならない（広島地

裁昭和５５年７月３１日判決（判例時報９９９号１０４ページ））としてい

るとし、本件土地２及び本件土地３は個人墓地であるから、同項に規定する

経営の許可を要しない旨を主張するものと解される。 

     ｃ しかしながら、前記ｂの判例は、自宅の隣接地に個人墓地を設置された者

が当該個人墓地は墓地埋葬法第１０条第１項に規定する経営の許可を受けて

いないなどとして不法行為による損害賠償請求をしたことについて、不法行
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為の成立を否定するに当たり、個人墓地は同項に規定する「経営」に該当せ

ず、同項の対象とならないとしたものである。すなわち、当該判例は、当該

個人墓地が同項に規定する経営の許可を受けていないとの違反が不法行為と

なり得るか否かを判断した事案であって、同項の経営の許可を受けていない

ものが固定資産税等が非課税とされる墓地に当たるか否かについて判断した

ものではない。 

     ｄ そして、固定資産税等が非課税とされる墓地に当たるか否かについて争わ

れた判例においては、墓地埋葬「法１０条によれば、墓地を経営しようとす

る者は都道府県知事の許可を受けなければならないとされているところ、同

条にいう「経営」とは、広く、墓地を設置し、管理し、運営することをいい、

営利目的の有無を問わないと解され、自己所有地に自家用の墓地のみを設置

したいわゆる個人墓地であっても、同法１０条の許可を要する」と判示して

いる（前掲名古屋地裁平成３年９月１８日判決。同旨の裁判例として前掲同

平成３年２月２７日判決）。 

     ｅ また、審査請求人は、「（墓地埋葬法）第三章には同法律が個人墓地には該

当しない条項が制定されている。」とも主張しているが、「自己所有地に自家

用の墓地のみを設置したいわゆる個人墓地であっても、同法（墓地埋葬法）

１０条の許可を要する」のは前記ｄのとおりである。 

    (ウ) まとめ 

      そうすると、審査請求人は、本件土地２及び本件土地３について、墓地埋葬

法に基づく墓地としての許可を受けていないのであるから、これらの土地は、

固定資産税等が非課税とされる墓地（法第３４８条第２項第４号）には当たら

ないものである。 

  ⑷ 本件各土地の登録価格が誤っているとの主張について 

   ア 審査請求人の主張 

     審査請求人は、本件各土地の登録価格の算出に関し、価格算出の基礎となる間

口、奥行等に誤りがあり、また、過去の画地算出に関わった職員に不法行為があ

る旨主張する。また、審査請求人は、本件土地２が実測地積と異なる登記簿地積

に基づいて課税されているため、本件処分は違法である旨主張する。 

   イ 審査請求人の主張に対する判断 

    (ア) 登録価格に関する審査の申出に係る法の規定 

     ａ 法第４１０条第１項は、市町村長は、法第４０９条第４項に規定する評価

調書（固定資産評価員が、固定資産の評価をした場合に作成し、市町村長に

提出するもの）を受理した場合においては、これに基づいて固定資産の価格

等を決定しなければならない旨規定している。 

     ｂ 法第４１１条第１項は、市町村長は、前記ａによって固定資産の価格等を

決定した場合においては、直ちに当該固定資産の価格等を固定資産課税台帳
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に登録しなければならない旨規定している。 

     ｃ そして、法第４３２条第１項は、固定資産税の納税者は、その納付すべき

当該年度の固定資産税に係る固定資産について固定資産課税台帳に登録され

た価格（登録価格）について不服がある場合においては、固定資産評価審査

委員会に審査の申出をすることができる旨規定している。 

     ｄ また、法第４３２条第３項は、固定資産税の賦課についての審査請求にお

いては、前記ｃにより審査を申し出ることができる事項についての不服を当

該固定資産税の賦課についての不服の理由とすることができない旨規定し、

法第７０２条の８第２項は、都市計画税の賦課徴収に関する審査請求等につ

いては、固定資産税の賦課徴収に関する審査請求等の例による旨規定してい

る。 

    (イ) 審査請求人の不服の理由 

     ａ 本件審査請求は、固定資産税等の賦課についてのものである。そのため、

本件審査請求では、登録価格について不服の理由とすることはできない（法

第４３２条第３項及び第７０２条の８第２項）。 

     ｂ この点について審査請求人の主張をみると、まず、間口、奥行等に誤りが

あるとの主張は、登録価格についての主張であると審査請求人が明示してい

る。また、地積についての主張は、登記簿に登記された地積が実際と異なり、

これを基礎として評価されたことを理由として固定資産の価格に不服がある

旨の主張と解されるところ、登記簿に登記された事項（地目、地積等）が実

際と異なるとしてこのような主張を行う場合は、固定資産評価審査委員会に

審査の申出をすることができるとされている（固定資産税務研究会編「固定

資産税逐条解説」５１８ページ）。 

    (ウ) まとめ 

      そうすると、この点についての審査請求人の主張は、いずれも登録価格につ

いてのものであって、固定資産評価審査委員会に審査の申出ができる事項に係

る主張であるから、固定資産税等の賦課についての審査請求である本件審査請

求においては、不服の理由とすることができないものである。 

  ⑸ 本件各土地の地目が誤っているとの主張について 

   ア 審査請求人の主張 

     審査請求人は、本件各土地の地目に誤りがある旨主張する。 

   イ 審査請求人の主張に対する判断 

    (ア) まず、本件土地１に係る主張は、登記簿に登記された地目が実際と異なり、

これを基礎として評価されたことを理由として固定資産の価格に不服がある旨

の主張のように解されるところ、前記⑷で述べたとおり、そのような主張は、

本件審査請求においては不服の理由とすることができない。 

    (イ) また、本件土地２及び本件土地３に係る主張は、これらの土地が法第３４８
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条第２項第４号の規定により非課税とされる墓地に当たるとの主張であるため、

前記⑶で述べたとおり、理由がない。 

 

第４ 審査庁の裁決に対する考え方の要旨 

 本件審査請求は、審理員意見書のとおり、棄却されるべきである。 

 

第５ 調査審議の経過 

 令和２年２月２７日 審査庁から諮問書を受領 

 令和２年３月 ９日 第１回合議体会議 調査審議 

 令和２年５月１８日 第２回合議体会議 調査審議 

 

第６ 審査会の判断の理由 

 １ 本件処分に係る税額の算出について 

   本件各土地に係る平成３１年度分の固定資産税額等の額については、審理員意見書

のとおり法等の規定に基づき算出されており、適正であると認められる。 

 ２ 本件土地１の課税客体の有無について 

   審査請求人は、本件土地１は建物表示登記の所在更正により課税客体がなくなった

旨主張する。 

 しかし、本件土地１については、登記簿（登記簿上の所有者は審査請求人）が存在

し、法務局備え付けの地図に記載があり、また、これらの書類に本件土地１が消滅し

たことをうかがわせる記載はない。 

 よって、本件土地１について課税客体がない旨の審査請求人の主張は認められず、

本件土地１に対する課税は適法である。 

 ３ 本件土地２及び本件土地３に対する課税について 

  ⑴ 審査請求人は、本件土地２及び本件土地３に対する課税について法第３４８条第

２項第４号の規定により非課税とされる墓地に該当する旨を主張するが、以下の理

由により採用することができない。 

    固定資産税等が非課税とされる法第３４８条第２項第４号の「墓地」は、「墓地

等を経営しようとする者は、都道府県知事の許可を受けなければならない」旨を定

めた墓地埋葬法第１０条第１項の規定にいう「墓地」と同義であって、いわゆる個

人墓地であっても当該許可を要すると解するのが相当である（前掲名古屋地裁平成

３年９月１８日判決、同平成３年２月２７日判決参照）。 

    この点、本件土地２及び本件土地３は、墓地埋葬法第１０条第１項の規定による

許可を受けていない土地であるから、同項の「墓地」には当たらず、したがって、

法第３４８条第２項第４号の「墓地」に当たらないため、固定資産税等が非課税と

される対象ではない。 

  ⑵ なお、審査請求人は、広島地方裁判所の裁判例（蒲刈訴訟判決）等を引用するな
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どして、本件土地２及び本件土地３は個人墓地であるから同項の規定による許可を

受けなければならない墓地には当たらないと主張するが、当該裁判例は、個人墓地

が墓地埋葬法第１０条第１項の規定による許可を受けていないという違反が不法行

為となり得るか否かを判断した事案であって、当該許可を受けていない墓地につい

て固定資産税等が非課税とされるかどうかを判断したものではないことは審理員意

見書のとおりである  

  ⑶ よって、本件土地２及び本件土地３に対する課税は、適法である。 

 ４ 本件各土地の登録価格に対する不服について 

   審査請求人は、本件各土地の登録価格の算出に関し、価格算出の基礎となる間口、

奥行等に誤りがあること、本件土地２が実測地積と異なる登記簿地積に基づいて課税

されていることなどから、本件処分は違法である旨主張するが、これらは登録価格に

ついての不服であるといえる。 

 この点、登録価格について不服がある場合においては、法第４３２条第１項の規定

により固定資産評価審査委員会に審査の申出をすることができるとされているが、当

該申出をすることができる事項に係る不服は、同条第３項の規定により、固定資産税

の賦課についての審査請求においては不服の理由とすることができないとされている。

また、法第７０２条の８第２項の規定により、都市計画税についても同様である。 

 よって、上記審査請求人の主張は、本件審査請求においては不服の理由とすること

はできない。 

 ５ 本件各土地の地目が誤っているとの主張について 

   審査請求人は、次のとおり、本件各土地の地目に誤りがある旨主張する。 

 まず、本件土地１については、登記簿に登記された地目が実際と異なり、これを基

礎として評価されたことを理由として固定資産の価格に不服がある旨の主張であると

解されるところ、前記４で述べたとおり、このような主張は、本件審査請求において

は不服の理由とすることはできない。 

 次に、本件土地２及び本件土地３については、固定資産税等が非課税とされる墓地

に当たるとの主張であるが、当該主張に理由がないことは前記３で述べたとおりであ

る。 

 ６ 結論 

   以上の次第であるから、本件処分に違法性・不当性は認められない。 

 

広島市行政不服審査会合議体 

委員（合議体長） 門田 孝、 委員 福永 実、 委員 木村 文子 

 


